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１

事業期間

（ ）

SDGs

目的

(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額

決算額

一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他

人件費計

正職員従事割合

正職員時間外勤務

会計年度任用職員有無

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(人)

(時間)

(－)

　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

-

-

-

-

関係部局と連携し、必要に応じた土地利用方策を検討する。

継続

地域開発振興事業

職員のみ

         0.00          2.00          2.00          2.00          2.00

         0.00         29.50          0.00        240.00        240.00

無 無 無 無 無

           0       13,739       13,620       14,207       14,207

01-080401-25 地域開発振興に要する経費

         0.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

           0            0           75            0            0

毎年度

都市計画法、地域経済牽引事業の促進による地域の成
長発展の基盤強化に関する法律

開発需要の高まりに応じた適正な土地利用方策を行うことにより、市内工業団地における産業用地不足の
解消を図る。

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 4年度

         0.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（任意）

11住み続けられるまちづくりを

090

110

都市計画部地域開発振興室

市内外企業等、市民

           0            0          885          866          866

           0            0            0            0            0

           0            0            0            0            0

           0            0           75            0            0

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
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実　績

実　績
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目標値

目標値
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２

事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

市内の土地活用可能な区域を調査し、新たな産業用地創出に向けた関連計画等への位置づけを行う。

市内企業ヒアリングを産業振興課と連携して実施し、具体的な企業要望を把握した。
市街化調整区域における開発行為の新たな立地基準案を作成し、開発指導課等の庁内関係各課と協議を行
い、基準化を実現した。

継続

3

4

4

3

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市の関与の必要性が高い事業である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

今回検討を行った立地手法に関しては市内既存企業およびその関連企業に限定したものである。市外企業
の新規立地に対応できず産業用地不足が課題としてある。
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R04年度

R04年度

R04年度

R05年度

R05年度

R05年度

R05年度

R06年度

R06年度

R06年度

R06年度

         0.0
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-

前年度検討を行っていた立地手法とは別の手法の検討を行った。


